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＜問題１＞（配点：１） 

 ＡからＤまでのうち、包括許可取扱要領について、正しい説明はいくつ

あるか、後記１から５までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 特定包括輸出許可の範囲は、別表Ａにおいて「特定」と表記された欄

にあたる貨物及び仕向地の組合せとなる輸出と規定されている。 

Ｂ 特別一般包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「特定」と表記

された欄にあたる技術及びその提供地の組合せのうち許可証に記載さ

れたものと規定されている。 

Ｃ 特別返品等包括輸出・役務取引許可の範囲は、貨物の場合、別表Ａに

おいて「特定」と表記された欄にあたる貨物及び仕向地の組合せとな

る輸出と規定されている。 

Ｄ 特定子会社包括輸出・役務取引許可のうち輸出に係る範囲は、別表Ａ

において「特定」と表記された欄にあたる貨物（輸出令別表第１の１

の項の中欄に掲げる貨物を除く。）及び仕向地の組合せであって、特定

子会社を輸入者又は需要者とする輸出と規定されている。 

 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題２＞（配点：１） 

ＡからＤまでのうち、正しいものはいくつあるか、後記１から５まで

の中から１つ選びなさい。なお、ＡからＤまでの貨物は、全て総価額は１

００万円を超えるものとします。 

 

Ａ 本邦のＷ夫妻は、輸出令別表第１の１２の項（９）、貨物等省令第１１

条第十三号に該当する閉鎖回路式の自給式潜水用具（２セット）を趣

味のダイビングのため、モルジブに持ち出して、持ち帰る予定である。

この場合、本人の使用に供すると認められるものであれば、持ち出す

際の輸出許可は不要である。 

Ｂ 本邦の大学教授Ｍは、輸出令別表第１の９の項（７）に該当する自作

の天体観測用サーバー（１セット）を税関に申告の上、ペルーに別送

する予定である。ペルーに持ち出して、天体観測後、持ち帰る予定で

ある。この場合、本人の使用に供すると認められるものであれば、別

送する際の輸出許可は不要である。 

Ｃ 本邦のＺ夫妻は、輸出令別表第１の１４の項（５）に該当する閉鎖回

路式の自給式潜水用具（２セット）を趣味のダイビングのため、モル

ジブに持ち出して、持ち帰る予定である。この場合、本人の使用に供

すると認められるものであれば、持ち出す際の輸出許可は不要である。 

Ｄ 本邦の大学教授Ｐは、輸出令別表第１の１０の項（２）に該当する光

検出器（３０セット）を税関に申告の上、ペルーに別送する予定であ

る。ペルーに持ち出して、天体観測後、持ち帰る予定である。この場

合、本人の使用に供すると認められるものであれば、別送する際の輸

出許可は不要である。 

 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 

 

（参考条文・抜粋）※無償告示第二号５及び６ 

５ 一時的に出国する者が携帯し、又は税関に申告の上別送する輸出令別表 

第１の９の項の中欄に掲げる貨物（（７）、（８）、（１０）又は（１１）のいずれかに

掲げる貨物に係る部分に限る。）であって、貨物等省令第８条第九号から第 
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十二号までのいずれかに該当するもののうち、本人の使用に供すると認めら

れるもの  

６ 一時的に出国する者が携帯し、又は税関に申告の上別送する輸出貿易管 

理令別表第１の１２の項の中欄に掲げる貨物であって、貨物等省令第１１条

第十三号に該当するもののうち、本人の使用に供すると認められるもの  
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＜問題３＞（配点：１）  

  防衛装備移転三原則（三原則）及び防衛装備移転三原則の運用指針（運

用指針）に関する説明につき、ＡからＤまでのうち、正しいものはいく

つあるか、後記１から５までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 軍向けに納入する防弾性能を持つ車両であっても、当該車両と同等の

防弾性能を持つ民生利用及び販売実績がある車両が存在することが確

認できる場合、当該車両は三原則上の「防衛装備」に該当しない。 

Ｂ 軍向けに民生利用及び販売実績がある貨物を納入する際、軍の要望に 

応じて改造・特別仕様を施した場合でも、三原則上の「防衛装備」に 

該当しないことがある。 

Ｃ 「我が国との間で安全保障面での協力関係がある国への修理等の役務 

提供」は、運用指針において「防衛装備の海外移転を認め得る案件」 

の一つとして挙げられている。 

Ｄ 三原則における防衛装備は、武器及び武器技術をいう。このうち、「武 

器」とは、輸出令別表第１の１の項に掲げるもの全てをいう。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題４＞（配点：１）  

特別一般包括許可に関し、ＡからＥまでの変更が生じたとき又は変更

しようとするときに新たに許可の申請を行い、経済産業大臣の許可を

受けなければならない事由とされているものはどれか。正しい組合せ

を後記１から５までの中から１つ選びなさい。 

  

Ａ 法人の代表者名 

Ｂ 住居表示 

Ｃ 申請者名 

Ｄ 住所 

Ｅ 株主構成 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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＜問題５＞（配点：１）  

運用通達の「４－１－２ 輸出令第４条第１項第二号の解釈及び取扱

い」の（５）（ハ）について、（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）にあてはまる正し

い用語の組合せを後記１から５までの中から１つ選びなさい。 

 

（参考条文・抜粋） 

※運用通達の「４－１－２ 輸出令第４条第１項第二号の解釈及び取扱

い」の（５）（ハ） 

 

 なお、「同告示」とは「無償告示」のこと。 

 

（ハ）同告示第一号３に規定する「（Ａ）で開催された防衛装備に係る展

示会」とは、あらかじめ（Ｂ）が公表するものに限り、「（Ｃ）」とは、本

邦において開催された博覧会等に出品するため貨物を本邦に向けて輸出し

た者に対して、博覧会等の終了後その貨物を無償で輸出することをいう。 

 

１．（Ａ）本邦     （Ｂ）防衛省    （Ｃ）無償輸出 

２．（Ａ）国際的な規模（Ｂ）経済産業省（Ｃ）返送 

３．（Ａ）本邦     （Ｂ）経済産業省（Ｃ）返送 

４．（Ａ）国際的な規模（Ｂ）防衛省    （Ｃ）返送 

５．（Ａ）国際的な規模（Ｂ）経済産業省（Ｃ）無償輸出 
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＜問題６＞（配点：１） 

経済産業省は、平成１４年（２００２年）４月のキャッチオール規制導

入時より「外国ユーザーリスト」（以下「当該リスト」という。）を公表し

ている。当該リストに関する、ＡからＤまでの記述の中で、下線部分が正

しいものはいくつあるか、後記１から５までの中からを１つ選びなさい。 

 

Ａ 当該リストは、キャッチオール規制の実効性を向上させるため、改正 

された場合、当該リストは、全て公表の即日に施行されている。 

Ｂ 当該リストは、経済産業省が外務省と連名で公表している。 

Ｃ 当該リストは、文書等告示に規定する「経済産業省が作成した文書等」 

に該当するため、輸出者は入手した場合、通常兵器キャッチオール規 

制ならびに大量破壊兵器キャッチオール規制における需要者要件に相  

当するか否かの確認に用いなくてはならない。 

Ｄ 当該リストに掲載されていた企業がリストから削除された場合であっ 

ても、当該企業向け輸出は、キャッチオール制度の対象外になったわ 

けではないため、引き続き、需要者・用途等の確認をする必要がある。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個  

４．３個 

５．４個 
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＜問題７＞（配点：１） 

以下は「技術管理強化のための官民対話スキーム」に関係する経済産

業省告示第１７８号の規定の一部抜粋である。下線部に関する説明アか

らオまでのうち、正しいものはいくつあるか、後記 1から５までの中か

ら１つ選びなさい。 

 

(参考条文・一部抜粋) 

 

一 外国法人への出資、製造委託その他の事業活動に伴い、(A)重要管理

対象技術を外国（輸出令（昭和２４年政令第３７８号）別表第３に掲げ

る地域以外の外国をいう。以下この号において同じ。）において提供す

ることを目的とする取引を行おうとする居住者若しくは非居住者又は重

要管理対象技術を外国の非居住者に提供することを目的とする取引を行

おうとする居住者は、別紙様式により、当該取引に係る契約を締結する

前に、当該取引に係る(B)報告書を経済産業大臣に提出しなければなら

ない。ただし、(C)次に掲げる取引については、この限りではない。 

 

ア. 上記(A)は、経済産業省の「特定重要貨物等を定める省令」で規定さ

れている技術も一部、含んでいる。 

イ. 経済産業省は、申請者に対する参照情報として、上記(A)の技術に係

る貨物の関税定率法における HS コードを明示している。 

ウ. 上記(B)において、経済産業省への報告対象となる技術は、上記(A)に

該当する設計、製造、使用に係る技術である。 

エ. 経済産業省は、上記(B)の提出先として専用メールアドレスを公表し

ている。 

オ. 上記(C)に該当する取引としては、専ら検査、試験又は品質保証を可

能とする上記(A)の提供を目的とする取引が挙げられる。 

 

１.１個 

２.２個 

３.３個  

４.４個 

５.５個 
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＜問題８＞（配点：１）  

貿易外省令第９条第２項について、ＡからＤまでのうち、正しい説明

はいくつあるか、後記１から５までの中から１つ選びなさい。なお、提供

する技術は、外為令別表の２から１５までの項に該当する技術とする。 

  

Ａ 本邦企業がシンガポールにある日本大使館に、ビザ発行用に暗号技術 

を提供する場合、貿易外省令第９条第２項の規定により、役務取引許 

可は不要である。  

Ｂ 本邦企業とカナダにある企業との特許紛争において、本邦企業がカナ

ダにある裁判所に技術情報を提示することが必要となった。この場合、

カナダの裁判所において公開されることを目的として提供する場合は

貿易外省令第９条第２項第九号が適用されるので、役務取引許可は不

要である。  

Ｃ 本邦企業と米国企業との特許紛争において、本邦企業が米国の裁判所 

に技術情報を提示することが必要となった。本邦企業が裁判上の和解 

をするために提示し、公開されない場合でも、貿易外省令第９条第２ 

項第九号により役務取引許可は不要である。  

Ｄ 本邦企業が、次世代ドローンの運行用のアルゴリズムを提供する取引 

で、国際標準の策定のための国際会議への提案において必要となる技 

術資料は、貿易外省令第９条第２項第十六号により役務取引許可は不 

要である。 

  

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題９＞（配点：１） 

以下の（回答）にある（Ａ）から（Ｄ）までの空欄に当てはまる正し 

い用語の組み合わせを後記１から５までの中から１つを選びなさい。 

 

（質問）役務通達 1（3）サに規定する特定類型①（ロ）には、グループ外 

国法人等の例外規定があります。本邦法人が 100％の親会社で、特

定類型①（ロ）でいう当該者が本邦法人と雇用契約を締結し、当該

契約に基づき指揮命令に服しており、かつ、子会社で C国にあるグ

ループ外国法人等とも雇用契約を締結し、当該契約に基づき指揮命

令に服している場合は、本邦法人＝親会社のコントロールが C国に

あるグループ外国法人等に及ぶので、特定類型①（ロ）の例外規定

も理解できるのですが、C 国にあるグループ外国法人等が 100％の

親会社で、当該者は雇用契約を締結し、当該契約に基づき指揮命令

に服しており、かつ、子会社である本邦法人とも雇用契約を締結し、

当該契約に基づき指揮命令に服している場合は、本邦法人のコント

ロールが C国にある親会社には及ばない場合もあるので、特定類型

①（ロ）の例外規定は適用できないのではないでしょうか。 

（回答）（Ａ）。一般的に、居住者が本邦法人のほかに「当該本邦法人の議 

決権の 50％以上を直接若しくは間接に保有する外国法人等」にも雇 

用される場合、当該居住者は当該外国法人等の（Ｂ）影響を受ける 

ものの、議決権の 50％以上でつながれた関連会社の場合は、通常は 

グループ会社間の（Ｃ）を目的とした兼業状態にあるところ、類型 

的に日本の機微技術が外国に流出してしまう（Ｄ）と考えられるこ 

とからです。 

 

１．（Ａ）適用できません（Ｂ）強い  （Ｃ）技術交流（Ｄ）蓋然性が高い 

２．（Ａ）適用できます （Ｂ）間接的な（Ｃ）技術交流（Ｄ）蓋然性が高い 

３．（Ａ）適用できません（Ｂ）直接的な（Ｃ）技術交流（Ｄ）蓋然性が低い 

４．（Ａ）適用できます （Ｂ）強い  （Ｃ）人事  （Ｄ）蓋然性が低い 

５．（Ａ）適用できません（Ｂ）間接的な（Ｃ）人事  （Ｄ）蓋然性が高い 
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＜問題１０＞（配点：１） 

ＡからＤまでの説明のうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から

５までの中から１つ選びなさい。 

  

Ａ  遵守基準省令は、経済産業省令であるが、外為法等遵守事項は、経済 

産業省の通達の一部である。  

Ｂ  遵守基準省令では、「輸出者等が個人である場合」についての規定はな 

い。  

Ｃ 外為法等遵守事項には、努力規定はないが、遵守基準省令には、努力 

規定がある。 

Ｄ  遵守基準省令は、外為法第５５条の１０第１項の規定に基づいている。  

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１１＞（配点：１） 

  「本邦から輸出された貨物であって、本邦において修理された後再輸

出されるもの」に関する無償告示第一号１について、適用できない仕向

地はＡからＥまでのうち、いくつあるか後記１から５までの中から１つ

選びなさい。 

 

Ａ 北朝鮮 

Ｂ イラク 

Ｃ イラン 

Ｄ シリア 

Ｅ イスラエル 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

４．４個 

５．５個 
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＜問題１２＞（配点：１）  

  特別一般包括役務取引許可について、ＡからＤまでのうち、正しいも

のはいくつあるか、後記１から５までの中から 1 つ選びなさい。なお、

提供する技術（以下、「当該技術」という。）は同許可の範囲とする。 

 

Ａ 米国企業に対してであれば、当該技術をイラクにおいて提供する場合

でも、特別一般包括役務取引許可が適用できる。 

Ｂ 米国企業との契約に基づき、当該技術を米国において提供する際、当 

該米国企業がイラクの企業（利用者）へ再提供することが判明してい 

る場合、特別一般包括役務取引許可は適用できない。 

Ｃ 米国を提供地とし、当該技術を核兵器等の開発等を行っている米国の 

企業に提供する際、用途が不明な場合は、当該提供について特別一般 

包括役務取引許可が失効する。 

Ｄ 米国の警察にパトロール用の警察無線に用いられるものとして当該技

術を提供する場合、特別一般包括役務取引許可を用いて経済産業大臣

に届出することなく提供することができるが、事後に報告が必要とな

る。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１３＞（配点：１） 

ＡからＤのうち、正しいものはいくつあるか、後記１から５までの中

から１つ選びなさい。 

  

Ａ 本邦にあるメーカーＸの担当者が、中国にある自転車メーカーＹの担 

当者に外為令別表の７の項に該当する製造技術を口頭で、立ち話で提 

供する場合は、役務取引許可は不要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸの担当者は、外為令別表の２の項又は１０の項

に該当するレーザー発振器に関する世界中の公開特許情報を収集し、

中国にあるメーカーＹに送る場合、メーカーＹが外国ユーザーリスト

掲載企業であっても、役務取引許可は不要である。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸの担当者は、昨日来日した中国のメーカーＹの 

担当者から外為令別表の９の項に該当する暗号無線装置に関する製造 

図面の提供を受けた。メーカーＸの担当者は、製造委託できるかどう 

か検討したが、金銭面で折り合いがつかず、後日、国際郵便で中国の 

メーカーＹに製造図面を返却することになった。この場合、役務取引 

許可は不要である。 

Ｄ 本邦にあるメーカーＸは、中国のメーカーＹとの技術提携契約に基づ 

き、同社の技術者Ｓ氏を自社の研修施設に研修生として受け入れる予 

定である。Ｓ氏が居住者となる６か月を経過してからリスト規制該当 

技術を提供するのであれば、役務取引許可は不要である。 

 

  

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個  

５．４個  
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＜問題１４＞（配点：１） 

  ＡからＤまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から５まで

の中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 韓国在住で、韓国法人Ｐに勤務しているＺは、本邦法人Ｑの取締役も 

兼任している。本邦法人Ｑの取締役会に合せて毎月１日に来日し、翌 

日帰韓している。本邦法人Ｑと韓国法人Ｐとの間には、Ｚに対する指 

揮命令・善管注意義務の優劣に関する合意はなく、役務通達でいうグ 

ループ外国法人等でもない。本邦法人Ｑの取締役会において、Ｚに外 

為令別表の７の項に該当する技術情報を提供する場合、Ｚは、特定類 

型①に該当するので、本邦法人Ｑは、役務取引許可が必要である。  

Ｂ 本邦在住で、本邦法人Ｍに勤務しているＶは、米国法人Ｗの取締役も 

兼任している。米国法人Ｗの取締役会に合せて毎月、３日間渡米して 

いる。本邦法人Ｍと米国法人Ｗとの間では、Ｖの善管注意義務の優劣 

に関する合意はないが、役務通達でいうグループ外国法人等にあたる。 

本邦法人Ｍの取締役会において、Ｖに外為令別表の２の項に該当する 

技術情報を提供する場合、Ｖは、特定類型①に該当しないので、本邦 

法人Ｍは、役務取引許可が不要である。 

Ｃ 本邦にある大学Ｔは、特定類型①に該当する米国人留学生Ｕに外為令 

別表の９の項（１）に該当する暗号技術を提供する場合、事前に経済 

産業省の安全保障貿易審査課に役務取引許可申請が必要である。 

Ｄ 本邦法人Ｈは、スポーツ用品メーカーで、フランス政府等から年間所

得のうち２５％以上を占める金銭その他の利益を得ている者又は得る

ことを約している者に当たるので、特定類型②に該当する。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１５＞（配点：１）  

ＡからＤまでのうち、下線部分が正しいものはいくつあるか、後記１

から５までの中から１つ選びなさい。  

  

Ａ 外為令第１７条第３項第二号には、輸出令別表第１の２から１６まで

の項に該当する貨物の仲介貿易取引について、経済産業大臣からの許

可の申請をすべき旨の通知の規定はない。  

Ｂ 貿易外省令第９条第２項第五号には、外為令別表の１の項に該当する

技術の外国間等技術取引について、経済産業大臣から許可の申請をす

べき旨の通知の規定はない。  

Ｃ 貿易外省令第９条第２項第十四号イの市販プログラム特例については、

経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知の規定はない。 

Ｄ 外為令第１７条第３項第一号には、輸出令別表第１の１の項に該当す

る貨物の仲介貿易取引について、経済産業大臣から許可の申請をすべ

き旨の通知の規定はない。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１６＞（配点：１）  

ＡからＤまでのうち、遵守基準省令に関して、下線部分が正しいもの

はいくつあるか、後記１から５までの中から１つ選びなさい。  

   

Ａ 本邦にある貿易会社Ｗは、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物 

のみの輸出を行っている。この場合、「統括責任者」を選任する法的義 

務がある。 

Ｂ 本邦にある貿易会社Ｅは、リスト規制に該当する貨物を輸出している。 

貿易会社Ｅでは、代表取締役副社長が「統括責任者」と「該非確認責 

任者」を兼任しているが、遵守基準省令上問題ない。 

Ｃ 本邦にある貿易会社Ｒは、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物 

のみの輸出を行っている。貿易会社Ｒの輸出等業務従事者に対して、 

「最新の法及び法に基づく命令の周知その他関係法令の規定を遵守す 

るために必要な指導を行う」ことは、努力規定である。 

Ｄ 本邦にある貿易会社Ｔは、リスト規制に該当する貨物を輸出している 

が、全て輸出令第４条第１項の特例が適用できる。この場合、貿易会 

社Ｔは、「該非確認に係る手続を定める」法的義務はない。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１７＞（配点：１） 

ＡからＤまでのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか、後記１

から５までの中から１つ選びなさい。  

 

Ａ  本邦の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹより、輸出令別表第１の２の 

項に関連する貨物αを購入し、海外で販売する予定である。この場合、 

輸出令別表第１の２の項は、ＮＰＴ（核不拡散条約）の規制なので、 

同サイトにある規制リストの英文を参考にメーカーＹにスペックを確 

認する。  

Ｂ 本邦の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹより、輸出令別表第１の９の 

項（７）の暗号装置に関連する貨物αを購入し、海外で販売する予定 

である。この場合、輸出令別表第１の９の項（７）に関連する貨物α 

は、ワッセナー・アレンジメントの規制なので、同サイトにある  

Category 5 - Part 1 Telecommunications の英文を参考にメーカー 

Ｙにスペックを確認する。  

Ｃ 本邦の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹより、提出書類通達の別表２ 

の付表２に関連する技術αを購入し、海外で販売する予定である。こ 

の場合、提出書類通達の別表２の付表２に関連する技術αは、ワッセ 

ナー・アレンジメントのサイトにある Sensitive List にあたるので、

Sensitive List の英文を参考にメーカーＹにスペックを確認する。 

Ｄ  本邦の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹより、輸出令別表第１の１５ 

  の項に関連する貨物αを購入し、海外で販売する予定である。この場 

合、輸出令別表第１の１５の項は、ワッセナー・アレンジメントのサ 

イトにある Very Sensitive List にあたるので、Very Sensitive List 

の英文を参考にメーカーＹにスペックを確認する。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 
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＜問題１８＞（配点：１） 

ＡからＤまでの無許可取引について、外為法第６９条の６の罰金刑が 

科される場合、下線部分が正しいものはいくつあるか、後記１から５ま 

での中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 外為令別表の３の２の項（１）に該当する製造技術（価格 3,000 万円） 

  を無許可取引した場合の罰金刑は、1億 5,000 万円以下である。 

Ｂ 輸出令別表第１の６の項（１）に該当する貨物（価格 200 万円）を無 

許可輸出した場合の罰金刑は、2,000 万円以下である。 

Ｃ 輸出令別表第１の１の項（１１）に該当する軍用ヘルメット（価格 10 

万円）を無許可輸出した場合の罰金刑は、50 万円以下である。 

Ｄ 輸出令別表第１の９の項（１）に該当し、かつ、告示貨物に該当する 

貨物（価格 150 万円）を無許可輸出した場合の罰金刑は、3,000 万円 

以下である。 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

４．３個 

５．４個 

 

（参照条文・抜粋）  

※輸出令第１４条  

第１４条 法第６９条の６第２項第二号に規定する政令で定める貨物は、別表第

１の１の項（（５）、（６）及び（１０）から（１２）までを除く。）及び同表の２から４まで

の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等を除く。）とする。  

  

※外為令第２７条第２項  

第２７条  

２ 法第６９条の６第２項第一号に規定する政令で定める技術は、別表の１から

４までの項の中欄に掲げる技術（輸出令別表第１の１の項（５）、（６）及び（１

０）から（１２）までに掲げる貨物並びに核兵器等の設計、製造又は使用に係

る技術を除く。）とする。 
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＜問題１９＞（配点：１） 

米国輸出管理規則(EAR)の直接製品規制(Foreign-Direct Product 

(FDP) Rules)に関する記述について、正しいものの組み合わせを後記１

から５までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 日本産製品への直接製品の組込みについては、デミニミスルールは適

用されない。 

Ｂ 許可申請をしていないにもかかわらず、米商務省 BIS から自社製品が

直接製品に該当し、再輸出許可が必要になることを通知（インフォー

ム）されることがある。 

Ｃ 日本産製品は直接製品に該当する IC を組み込んだ場合であっても直 

接製品に該当することはない。 

Ｄ 半導体製造装置から製造された半導体が直接製品に該当することはな 

い。 

Ｅ 技術自体が直接製品に該当することはない。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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＜問題２０＞（配点：１） 

米国輸出管理規則(EAR)の規制に関する記述について、正しいものの組

み合わせを後記１から５までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 軍事エンドユース・軍事エンドユーザー規制（§744.21）の適用対象

品目は全ての EAR 対象品目である。 

Ｂ 軍事諜報エンドユース・軍事諜報エンドユーザー規制（§744.22）の

適用対象品目は全ての EAR 対象品目である。 

Ｃ Entity List には、企業・団体名や個人名を明示せずに特定の住所だ

けが掲載される場合がある。 

Ｄ スーパーコンピューター関連エンドユース規制（EAR§744.23(a)(1)）

の要件に該当する場合でも、許可例外を適用出来る場合がある。 

Ｅ 先端ノード IC エンドユース規制（EAR§744.23(a)(2)）の適用対象品

目には、EAR99 の品目は含まれない。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ   
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＜問題２１＞（配点：２） 

米国輸出管理規則(EAR)の規制に関する記述として、正しいものを全て

選びなさい。 

 

１．米国原産のECCNに分類される技術に基づいて直接的に製造されたECCN

に分類される直接製品を日本からロシア向けに再輸出する場合、米商務

省 BIS の許可が必要である。 

２．米国原産品目を組み込んで組込比率が 25％を超える日本製の品目であ

っても、仕向地によっては米商務省 BIS の許可を得ることなく、日本か

ら再輸出することができる場合がある。 

３．EAR でテロ支援国（E:1 国群）に指定されているイラン向けに日本から

再輸出しようとしている米国原産品目が反テロリズム（AT）理由で規制

されているため、米商務省 BIS の許可が必要となることが判明した。こ

の場合、この米国原産品目の代わりに、同等の機能を持っているが、EAR

規制対象品目ではない日本製品を輸出することは、EAR の規制を回避す

ることを目的とした EAR の禁止事項に当たる。 

４．国家安全保障（NS）理由で規制されている EAR 規制対象品目を NS 理由

で規制される仕向地に日本から再輸出する予定である。当該品目の再輸

出には許可例外 GBS が適用できることが判明した。その為、米商務省 BIS

に許可を申請することなく再輸出することができるが、許可例外 GBS を

適用する場合には、予め SNAP-R 申請システムで登録しておく必要があ

る。 

５．EAR99 に分類される EAR 規制対象品目を再輸出する場合、エンドユー 

ス規制及びエンドユーザー規制に該当しなければ、米商務省 BIS の許可 

は不要である。 
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＜問題２２＞（配点：２）  

本邦にある企業が、外国企業と取引を行うにあたり、後記１から５ま 

での事実に基づき、輸出許可申請又は役務取引許可申請が必要なものを 

全て選びなさい。 

 

１．本邦にある貿易会社は、レバノンにある電機メーカーから、民生用の 

テレビ製造を目的として、輸出令別表第１の１６の項に該当する電子部 

品５，０００個の注文を受けた。受注後に電機メーカーのホームページ 

を確認したところ、レバノン軍に軍用のドローンを納入していることが 

判明した。 

２．本邦にある工作機械メーカーの甲課長は、中国にあるメーカーＫから、 

輸出令別表１の１６の項と外為令別表の１６の項に該当する工作機械１ 

５０台の引き合いを受けた。その翌日、甲課長は業界の勉強会に出席し 

たところ、ライバルメーカーの乙部長から、「中国にあるメーカーＫは、 

軍事四証取得企業で、最新のＩＣＢＭの開発を行っているらしい。」と忠 

告された。 

３．本邦にあるメーカーＱは、台湾にあるメーカーＷから、輸出令別表第     

 １の１６の項と外為令別表の１６の項に該当している工作機械３０台の 

 引き合いを受けた。メーカーＷからは、家電製造用と説明を受けている 

が、家電を製造するには、メーカーＱの工作機械は、少し性能が良いと 

判断された。 

４．本邦にある貿易会社Ｍは、パキスタンにあるメーカーＮから、輸出令 

別表第１の１６の項に該当する遠心分離機２００セットの注文を受けた。 

メーカーＮからは、当該遠心分離機は、スキンケア用の重水製造に用い 

ると連絡を受けている。 

５．本邦のメーカーＵは、外国ユーザーリストに掲載されている香港の企  

業Ｔ（懸念区分：ミサイル）から、輸出令別表第１の１６の項と外為令 

別表の１６の項に該当する自社のプリプレグ製造装置（懸念用途：ミサ 

イル）に関する質問を受けたので、来週末にネット電話で回答する予定 

である。  
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＜問題２３＞（配点：２） 

  Ａ国のＹ社は貨物αをＢ国のＺ社に輸出した。居住者Ｘは、Ｙ社とＺ

社の売買契約に係る取次を行い、輸送の手配も行った。この場合、Ｘの

仲介貿易取引許可の要否に関する次の記述のうち、正しいものを全て選

びなさい。 

 

１．貨物αが輸出令別表第１の１の項に該当する貨物の場合、仲介貿易取

引許可が必要である。 

２．貨物αが輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物で、Ｂ国がグルー

プＡ国（輸出令別表第３に掲げる国）ではなく、貨物αのＺ社での用途

が核兵器の開発に用いられるものであることをＸが知っている場合、仲

介貿易取引許可が必要である。 

３．貨物αが輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物で、Ｂ国が国連武

器禁輸国（輸出令別表第３の２に掲げる国）であれば、貨物αのＺ社で

の用途が武器（輸出令別表第１の１の項に該当する貨物）の製造に用い

られることをＸが知っている場合、Ｘは仲介貿易取引許可が必要であ

る。 

４．貨物αが輸出令別表第１の２の項に該当する貨物の場合、Ｂ国がイラ

ク（輸出令別表第４に掲げる国）で、Ｘが取次に当たって、手数料を受

け取った場合でも、仲介貿易取引許可は不要である。 

５．貨物αが輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物の場合、Ｂ国がロ

シアで、貨物αのＺ社での用途が武器（輸出令別表第１の１の項に該当

する貨物）の製造に用いられることをＸが知っている場合でも、仲介貿

易取引許可は不要である。 
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＜問題２４＞（配点：２）  

輸出者等遵守基準を定める省令第１条第二号ニにおいて、信頼性を高 

める手続の具体的な内容について、正しい説明を全て選びなさい。 

 

１．新規取引時のみ公開情報の確認 

２．輸出等に関与しない第三者の提供する情報による定期的な確認 

３．直接訪ねる機会があれば当該機会を活用した需要者からのヒアリング 

４．軍事転用や不正転売等の重大な違反があった場合や虚偽の情報提供が

あったことが判明した場合には契約の無条件解除や損害賠償請求を可

能とする旨を輸出等の取引の内容に盛り込むこと 

５．需要者への直接的なアプローチの方法は、電話やメール、オンライン

での訪問以外の方法は、認められていない。 
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＜問題２５＞（配点：２） 

居住性について、後記１から５までの中から、正しいものを全て選び

なさい。 

  

１．本邦法人の英国にある支店は、「非居住者」として取り扱う。 

２．米国法人の本邦にある出張所は、「非居住者」として取り扱う。 

３．英国に所在する本邦法人の現地法人に勤務する目的で出国した者は、 

  勤務期間が１年半の予定であっても「非居住者」として取り扱う。  

４．英国の大学に２年間の語学留学の目的で出国して、英国に滞在する者 

は「非居住者」として取り扱う。 

５．本邦の在外公館は、「非居住者」として取り扱う。 


